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   平成２６年度予算編成方針 

 
１ 日本経済の状況及び国の動向 
 
日本経済の景気は、大胆な金融政策・機動的な財政政策・民間投資を喚起する

成長戦略の「三本の矢」いわゆるアベノミクスを背景として緩やかに回復しつつ

ある。しかしながら、消費税率の引き上げに伴う景気回復の腰折れが懸念される

など不確定性が残っている。日本経済が、デフレから本格的に脱却し、成長軌道

に乗れるか否かは、世界経済の動向等の外的要因にも左右されるため、引き続き

注視する必要がある。 

国の平成 26 年度予算の概算要求は、民需主導の経済成長と財政健全化目標の

双方の達成を目指し、メリハリのついた予算とするため、施策の優先順位を洗い

直し、無駄を徹底して排除しつつ、予算の中身を大胆に重点化することを基本方

針としている。 

また、地方財政における一般財源総額（水準超経費を除く）は、59.7 兆円（対

前年度比 1.2%増）と平成 25 年度の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保

することとしている。地方交付税は本来の役割が適切に発揮されるよう総額を確

保することとしている。 

 

２ 本市の財政見通し 

 

 山陰の景気は、個人消費は低調に推移しているものの、公共投資、住宅建設、

生産等で持ち直しの動きがみられるなど、総じて持ち直していることから、本市

においても市民税や固定資産税など、当初の税収見込みを上回ることが予想され

ている。しかしながら、扶助費をはじめとする歳出の増大への対応など、厳しい

財政運営をしなければならない状況となっている。 

本市の平成 26 年度の一般財源総額は、前年度に比べ大幅に減少するものと見

込まれる中、医療・介護・福祉等の社会保障関係経費が引き続き伸びていくほか、

老朽化した公共施設の維持管理費が増嵩するなど、引き続き厳しい財政状況が予

想される。さらに、合併算定替えの終了に伴い平成 27 年度からは、地方交付税

が漸減するため、それに向けた準備が必要となる。 

 このような中、「安心・安全なまちづくり」の実現に向けて「平成の開府元年

まちづくり構想」の理念を踏まえ、「７つの挑戦」を中心とした新規事業や主要

事業に取り組まなければならない。一方で、引き続き行財政改革を推進していく

とともに、臨時財政対策債などの発行抑制や繰上償還の実施による将来の負担軽

減を図りつつ、財政の健全化と財源の重点配分を行うなど、平成 27 年度を見据

えた予算編成を行うこととする。 
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３ 予算編成の基本的な考え方 
 

(1) 予算の重点的な配分（新規事業に限る） 
昨年に引き続き、安心・安全なまちづくりを土台とし、「松江市総合計画」

に掲げた各種施策や「平成の開府元年 まちづくり構想」を踏まえた「７つ

の挑戦」などに関する新規事業については、重点的な予算配分を行う。 

ただし、財源には限りがあるため、創意・工夫をしながら予算要求を行う

こととする。 

 （対象の新規事業） 

・オータムレビュー検討事業 

・プロジェクト会議検討事業 

・「7つの挑戦」に関する重要事業 

・「松江市総合計画」後期計画に掲載する重点プロジェクト事業 

  
 (2) 自立した財政運営を目指した行財政改革 

地方交付税合併算定替の特例期間も残り１年となり、平成２７年度からの

減少を見据えておかなければならない。国庫補助金等についても、厳しい国

の財政状況により、総額削減も懸念される状況である。 

 また、中期財政見通しにおいては、歳入の減少と増え続ける社会保障費に

財政状況は厳しさを増す一方であり、より一層の財政運営の健全化に向けた

取り組みが必要となっている。従って、職員ひとりひとりがコスト意識を持

ちながら、行財政改革実施計画（H23～H26）を着実に推進し、自立した財政

運営を目指していかなければならない。 
 
４ 予算編成の留意事項 

 平成２６年度は、合併算定替期間の最終年度であり、今後の歳入の減少に対応

するための最終調整の年であることから、予算要求にあたり、下記事項に特に留

意願いたい。 
 
(1) ペイアズユーゴー原則の徹底 

限られた財源のなかで、新規施策・重点施策に取り組むためには、既存事業

の見直しが不可欠である。ペイアズユーゴー原則を基本に、既存事業を廃止・

縮小することにより、新規事業に必要な財源を捻出し、事業の重点化を図った

メリハリのある予算要求とすること。 

 

(2） 松江市総合計画の進捗評価を反映 

   松江市総合計画に盛り込まれた主要施策について、進捗評価が検証委員会に

おいて実施されていることから、松江市総合計画の達成に向け、その評価を反

映した予算要求とすること。 
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(3) 類似施策の重複・排除、大胆な見直し 

関係課で連絡調整を行って、類似施策の要求内容を整理・統合し、効率的・

効果的な事業実施が可能な予算要求を行うこと。 

 

(4) 将来負担の軽減 

  今後の安定的な財政運営のため、市債の繰上償還や市債発行の抑制に力を傾

注し、将来の財政負担の軽減を図るため、平成２６年度の臨時財政対策債を除

く市債発行額については、前年度以下に抑えるものとする。また、財政指標の

改善や、普通建設事業の平準化、臨時財政対策債の発行抑制も引き続き実施す

る。 
 
(5) 事務事業の整理合理化 

既存事務事業については、行政の責任領域や関与の必要性を再検討するとと

もに、これまで行ってきた成果を検証し、事務事業の整理合理化、事務処理方

法の改善等、総合的かつ具体的な見直しを図ること。 

また、事業見直しの検証を的確に予算要求に反映させること。 

 
(6) 臨時・嘱託職員の適正化 

  現状を十分に把握・検証した上で、適正な人員配置に基づき要求すること。 

 

(7) 公共施設のあり方 

   公共施設の状況をまとめた「松江市公共施設白書」を公表し、公共施設の

適正化に取り組んでいるところである。 
公共施設にかかる管理運営費や老朽化等による維持補修費が財政を圧迫

する事態となっていることから、白書の基礎データである「公共施設カルテ」

等により、利用実態、コスト、老朽化の状況等を的確に把握し、効率的な運

営管理を検討するとともに、公共施設としての必要性や施設の統廃合を含め

た再編の可能性等も十分検討したうえで、予算要求を行うこと。 
 
(8) 特別会計及び公営企業会計に関する事項 

  特別会計の予算要求及び公営企業会計の予算原案の作成にあたっては、一般

会計に準じて行うこととし、当該会計設定の趣旨にのっとり、経営改善の徹底、

諸料金の適正化に努め、健全経営の確立を図ること。 
 
(9) 目的税の明確化 

  入湯税や都市計画税などの目的税は、特定の目的を達成するため課税されて

いることから、その使途を明らかにする。 
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(10) 国及び県の補助事業等 

国及び県の補助事業は、関係機関と連携を密にするなど的確な情報収集に努

め、漏れがないよう徹底すること。また、国や県の予算削減に伴い、補助事業

が廃止または縮減されたものについては、事業の見直しを行うこと。 

 

（11） 外郭団体に関する事項 

市が人的、財政的関与を行っている外郭団体については、財政健全化法の対

象となることに留意し、積極的かつ計画的に市関与の見直しを進めるとともに、

団体の組織・人員のあり方を検討し、団体が真に必要な事業を行っているか、

財政的自立のための経営努力を行っているかなどの観点から、市の財政支出の

見直しを検討すること。 
 
（12） 事業計画等の調整 

事業計画の策定にあたっては、総合計画の実施計画及び各種事業計画（プラ

ン）に留意しつつ、体系的、計画的に行うこと。 

 
（13） 公共工事コスト縮減対策 

公共工事については、引き続き、総合的なコストの縮減対策に取り組むこと。 

また、既存ストックの有効活用を図り、施設の延命と投資的経費の抑制に努め

ること。 
 
（14） 予算編成に関する情報提供 

市民の協力と理解を得ながら財政健全化を目指す観点から、ホームページ

等で予算要求の内容、査定結果等の予算編成状況を公開し、市民に対し説明

責任を果たす。 

 

（15） 消費税率の引き上げの反映 

    平成 26 年 4 月 1 日から消費税率が引き上げられることを踏まえ、歳入・

歳出ともに適切に見込むこと。 
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予算要求基準の設定 

 

 平成２６年度は、以下の基準により要求すること。 

 

基本的要求基準 

（配分額は一般財源ベース、各項目の配分額は別紙のとおり） 

 

○重点的事業（新規事業に限る） 

所要額要求 

・オータムレビュー検討事業 

・プロジェクト会議検討事業 

・「7つの挑戦」に関する重要事業 

・「松江市総合計画」後期計画に掲載する重点プロジェクト事業 

 

○ 臨時的経費 

別途財政課の指示する配分額の範囲内で要求 

・ハード事業 

・ソフト事業 

 

○ 義務的経費 

別途財政課の指示する配分額の範囲内で要求 

・扶助費 

 

所要額を要求 

     ・公債費 

・人件費 

 

  ○ 経常的経費 

別途財政課の指示する配分額の範囲内で要求 

     ・施設等管理運営費 

・公営企業繰出金 

     ・特別会計繰出金 

・ その他経常的経費
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平成２６年度予算要求 配分額一覧（一般財源ベース） 

 

                                （千円） 

Ｈ26配分枠
①

Ｈ25当初
②

増減③
①-②

伸び率

重点的事業① 200,000 200,000 0 0.0%

臨時的経費② 3,801,285 4,415,167 ▲ 613,882 -13.9%

　ハード事業 1,290,322 1,304,504 ▲ 14,182 -1.1%

　ソフト事業 2,510,963 3,110,663 ▲ 599,700 -19.3%

義務的経費③ 34,508,607 34,749,821 ▲ 241,214 -0.7%

　扶助費 7,391,830 7,202,987 188,843 2.6%

　公債費 14,475,248 14,851,783 ▲ 376,535 -2.5%

　人件費 12,641,529 12,695,051 ▲ 53,522 -0.4%

経常的経費④ 25,013,073 24,940,669 72,404 0.3%

　特別会計繰出金 6,585,163 6,329,608 255,555 4.0%

　公営企業繰出金 7,119,204 7,164,377 ▲ 45,173 -0.6%

　施設等管理運営費 6,293,470 6,143,518 149,952 2.4%

　その他経常的経費 5,015,236 5,303,166 ▲ 287,930 -5.4%

63,522,965 64,305,657 ▲ 782,692 -1.2%

区分

所要一般財源①＋②＋③＋④
 

 

※ 重点的事業、公債費と人件費は所要額要求のため、一般財源の配分を行わな

い。 

別 紙 


